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結  果  の  概  要 
 

 

１ 労働力状態 

労働力人口は引き続き減少傾向、15 歳以上人口に占める割合（労働力率）は 60.2％ 

平成 22 年 10 月 1 日現在の仙台市の 15歳以上人口 89万 5101 人のうち、労働力人口（就業者及

び完全失業者）は 49万 6932 人となり、平成 17 年から引き続き 50 万人を割り込みました。15 歳

以上人口に占める割合（労働力率）は 60.2％で、前回調査と同じ値となっています。 

 

 

労働力率は男が減少、女は増加 

労働力人口を男女別にみると、男は 28 万 2677 人、女は 21 万 4255 人となり、労働力率は、男

が 72.5％、女が 49.2％で、前回に比べ、男は 1.5 ポイント減少、女は 1.4 ポイント増加しました。 

 

表１  労働力状態、男女別 15歳以上人口 

総数 男 女 総数 男 女

15歳以上人口 895,101 428,575 466,526 880,109 425,844 454,265

労働力人口 496,932 282,677 214,255 499,104 290,853 208,251

就業者 459,480 258,956 200,524 463,466 268,413 195,053

完全失業者 37,452 23,721 13,731 35,638 22,440 13,198

非労働力人口 328,810 107,415 221,395 330,005 102,244 227,761

労働力率(％) 60.2 72.5 49.2 60.2 74.0 47.8

労働力状態
平 成 22 年 平 成 17 年

 

※15 歳以上人口には、労働力状態「不詳」を含む。労働力率は、労働力状態「不詳」を除いた値により算出。 

 

 

男女とも労働力率は減少傾向が続く        図１  男女別労働力率の推移（除不詳） 

政令市移行後（平成元年以降）の労働力率の 

推移をみると、総数及び男は平成 7年をピーク 

に減少傾向となっている一方、女はほぼ増加傾 

向となっています。 
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年齢階級別の労働力率は、男が台形、女がＭ字型 

労働力率を年齢 5 歳階級別にみると、男は 20 代後半から 50 代までがほぼ水平な台形を示し、

女は 30 代で一旦低くなるＭ字型を示しています。前回と比較すると、男は 60 代前半以外で僅か

ながら低下が見られる一方、女は 10 代と 70 代後半以外で上昇しており、特に 20 代後半から 30

代における上昇が顕著に見られ、Ｍ字型曲線が緩やかになってきています。 

 

図２  年齢階級、男女別労働力率 

 

 

表２  年齢階級、男女別労働力人口及び労働力率 

22年 17年 22年 17年 22年 17年 22年 17年

総  数 282,677 290,853 214,255 208,251 72.5 74.0 49.2 47.8
15～19歳 3,650 4,929 4,123 4,899 13.6 16.1 15.7 16.8
20～24 18,332 22,105 21,081 24,484 59.7 62.3 67.2 67.2
25～29 26,121 31,249 25,639 27,614 92.7 92.9 79.8 74.5
30～34 31,462 37,452 24,444 25,582 96.5 97.0 68.7 61.4
35～39 36,676 33,461 25,820 21,277 97.2 97.7 65.2 59.2
40～44 32,422 30,357 23,897 21,509 97.3 98.1 69.3 66.0
45～49 29,327 28,910 22,787 21,796 97.4 97.8 72.5 69.5
50～54 27,561 31,119 21,016 22,353 96.9 97.2 69.3 64.3
55～59 29,173 32,754 19,858 20,022 94.7 95.4 58.8 54.2
60～64 26,583 19,982 14,544 9,773 80.5 73.7 40.7 33.5
65～69 12,011 10,148 6,041 4,734 47.4 45.9 21.6 18.7
70～74 5,306 4,888 2,690 2,357 26.4 26.4 11.3 10.2
75～79 2,492 2,358 1,317 1,170 15.8 17.1 6.2 6.3
80～84 1,128 829 685 473 10.7 11.2 4.2 3.6
85歳以上 433 312 313 208 6.5 6.8 2.0 1.9
(再掲)
15～64歳 261,307 272,318 203,209 199,309 83.8 83.4 61.5 57.8
65歳以上 21,370 18,535 11,046 8,942 27.3 27.9 10.5 9.8

男
労働力人口 労働力率（％）

女年齢階級 男 女

 
※労働力率は、労働力状態「不詳」を除いた値により算出。 

 

 

有配偶では男女の労働力曲線が大きく異なる 

労働力率を配偶関係別の年齢 5歳階級ごとにみると、「有配偶」の男は 20 代から 50 代まで 90％

以上の高い割合となっている一方、「有配偶」の女は 20 代後半から 50 代で 50％以上の割合とな
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り、40 代後半をピークとした後半の山が高いＭ字型となっています。 

男女とも、「未婚」では 20 代後半から 50 代にかけて、「死・離別」では 20 代から 50 代にかけ

て、高い割合を示しています。 

 

図３  配偶関係、年齢階級、男女別労働力率 

 

 

労働力人口における女の割合が上昇 

労働力人口のうち就業者は 45 万 9480 人で、就業者を男女別にみると、男が 25 万 8956 人、女

が 20万 524 人となりました。構成比を前回と比べると、女の労働力人口割合が 1.4 ポイント上昇

し、特に「主に仕事」をする女の割合が 1.8 ポイント上昇しました。一方で、男は労働力人口で

1.4 ポイント下降しており、特に、「主に仕事」をする男の割合が 1.7 ポイント下降しています。 

 

表３  男女別就業者数及び完全失業率 
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総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

労働力人口 496,932 282,677 214,255 499,104 290,853 208,251 100.0 56.9 43.1 100.0 58.3 41.7

就業者 459,480 258,956 200,524 463,466 268,413 195,053 92.5 52.1 40.4 92.9 53.8 39.1

主に仕事 385,180 245,410 139,770 386,321 255,237 131,084 77.5 49.4 28.1 77.4 51.1 26.3

家事のほか
仕事

53,868 3,308 50,560 57,695 2,989 54,706 10.8 0.7 10.2 11.6 0.6 11.0

通学のかた
わら仕事

12,635 6,531 6,104 12,678 6,849 5,829 2.5 1.3 1.2 2.5 1.4 1.2

休業者 7,797 3,707 4,090 6,772 3,338 3,434 1.6 0.7 0.8 1.4 0.7 0.7

完全失業者 37,452 23,721 13,731 35,638 22,440 13,198 7.5 4.8 2.8 7.1 4.5 2.6

7.5 8.4 6.4 7.1 7.7 6.3 - - - - - -

構成比（％：各年総数=100）人　　　　　口

平成22年 平成17年

完全失業率(％)

就業状態 平成22年 平成17年
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完全失業率は 7％台へ 

労働力人口のうち、完全失業者は 3万 7452 人で、完全失業率は 7.5％となりました。男女別に

みると、完全失業者は男が 2万 3721 人、女が 1万 3731 人で、完全失業率は男が 8.4％、女が 6.4％

となっています。完全失業率の推移をみると、昭和 45年以降上昇を続けており、平成 2年に一旦

低下したものの、その後再び上昇傾向が続いています。 

 

       表４  完全失業率の推移                       図４  完全失業率の推移 

 

 

年齢別では 15～19 歳の完全失業率が最も高い 

完全失業率を年齢階級別にみると、男は 15～19 歳の 13.8％が最も高く、45～49 歳の 6.2％を

底に上昇し、60～64 歳で 11.4％と再び高くなっています。女も同様に 15 歳～19歳が 10.7％と最

も高く、60～64 歳で一旦上昇するものの、グラフの山の形は男より低くなっています。 

 

図５  年齢階級、男女別失業率 
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２ 産業大分類別就業者数 

就業者数が最も多いのは「卸売・小売業」 

市内就業者 45 万 9480 人を産業大分類別にみると、「卸売業，小売業」が 9 万 7709 人で最も多

く、次いで「医療，福祉」が 4 万 9176 人、「建設業」が 3 万 7336 人、「サービス業（他に分類さ

れないもの）」が 3万 4555 人、「宿泊業，飲食サービス業」が 3万 2172 人、「製造業」が 2万 9765

人、「教育，学習支援業」が 2万 8914 人、「運輸業，郵便業」が 2万 6850 人などとなっています。 

 構成比でみると、市内で最も就業者数の多い「卸売業，小売業」が市内就業者全体の 21.3％を

占めており、それに次ぐ「医療，福祉(10.7％)」「建設業(8.1％)」と合わせて市内就業者全体の

約 4割を占めています。 

 

表５  産業大分類別就業者数 

総数 男 女 総数 男 女

総数 459,480 258,956 200,524 100.0 56.4 43.6
農業，林業 3,946 2,499 1,447 0.9 0.5 0.3
　　うち農業 3,819 2,396 1,423 0.8 0.5 0.3
漁業    59 51 8 0.0 0.0 0.0
鉱業，採石業，砂利採取業    61 50 11 0.0 0.0 0.0
建設業    37,336 31,325 6,011 8.1 6.8 1.3
製造業    29,765 20,654 9,111 6.5 4.5 2.0
電気・ガス・熱供給・水道業 3,967 3,285 682 0.9 0.7 0.1
情報通信業    16,695 11,743 4,952 3.6 2.6 1.1
運輸業，郵便業 26,850 22,423 4,427 5.8 4.9 1.0
卸売業，小売業    97,709 50,790 46,919 21.3 11.1 10.2
金融業，保険業    14,705 6,807 7,898 3.2 1.5 1.7
不動産業，物品賃貸業    12,562 7,837 4,725 2.7 1.7 1.0
学術研究，専門・技術サービス業 18,408 12,552 5,856 4.0 2.7 1.3
宿泊業，飲食サービス業    32,172 12,619 19,553 7.0 2.7 4.3
生活関連サービス業，娯楽業 17,473 6,967 10,506 3.8 1.5 2.3
教育，学習支援業 28,914 14,158 14,756 6.3 3.1 3.2
医療，福祉 49,176 13,313 35,863 10.7 2.9 7.8
複合サービス事業 1,939 1,159 780 0.4 0.3 0.2
サービス業（他に分類されないもの）    34,555 19,330 15,225 7.5 4.2 3.3
公務（他に分類されないもの）    17,816 13,238 4,578 3.9 2.9 1.0
分類不能の産業    15,372 8,156 7,216 3.3 1.8 1.6

第1次産業 4,005 2,550 1,455 0.9 0.6 0.3
第2次産業 67,162 52,029 15,133 14.6 11.3 3.3
第3次産業 372,941 196,221 176,720 81.2 42.7 38.5

就   業   者   数
産業分類

構成比（％）

 

 

 

産業 3部門別では、引き続き第 3次産業の割合が大きい 

就業者数を産業 3部門別にみると、第 1次産業は 4005 人で市内全就業者数の 0.9％、第 2次産

業は 6万 7162 人で同 14.6％、第 3次産業は 37万 2941 人で同 81.2％となっています。 

昭和 45 年以降の構成比の推移をみると、第 1次産業は一貫して減少、第 2次産業は平成 2年に

一旦増加したものの、その後は減少傾向が続いています。一方、第 3次産業は平成 2年・平成 22

年の微減を除き、昭和 45年以降概ね増加傾向にあり、前回に続き全就業者数の 8割以上を占める

にいたっています。 
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図６  産業 3部門別就業者数構成比の推移 
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    ※分類不能の産業があるため、構成比の計は 100％にならない。 

 

 

5 つの産業で女の就業者が過半数を占める 

 就業者数の男女比率をみると、総数では男が 56.4％、女が 43.6％となっています。産業大分類

別に男女比率をみると、男の比率が高い産業は「建設業」（83.9％）、「運輸業，郵便業」（83.5％）、

「電気・ガス・熱供給・水道業」（82.8％）、「鉱業、採石業、砂利採取業」（82.0％）などとなっ

ています。一方、女の比率が高い産業は「医療，福祉」（72.9％）、「宿泊業，飲食サービス業」

（60.8％）、「生活関連サービス業，娯楽業」（60.1％）、「金融業，保険業」（53.7％）、「教育，学

習支援業」（51.0％）となっており、この 5つの産業では女の就業者が半数以上を占めています。 

 

図７  産業大分類別就業者数の男女比率 
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「農林水産業」の就業者は 60歳以上が 56.2％を占める 

 産業大分類別就業者数を年齢階級別にみると、15～29 歳で最も比率が高い産業は「宿泊業，飲

食サービス業」（33.2％）であり、他には「生活関連サービス業，娯楽業」（28.1％）や「医療，

福祉」（24.5％）などが高い比率となっています。 

30～44 歳で最も比率が高いのは「電気・ガス・熱供給・水道業」（52.0％）であり、他には「情

報通信業」（48.7％）や「複合サービス事業」（46.9％）などが高くなっていますが、30～44 歳階

級は多くの産業で高い比率を占める傾向にあります。 

45～59 歳で最も比率が高いのは「鉱業，採石業，砂利採取業」（47.5％）であり、他には「公

務（他に分類されないもの）」（37.5％）や「金融業，保険業」（37.3％）などがあります。 

60 歳以上で最も比率が高いのは「農林水産業」（56.2％）であり、他には「不動産業，物品賃

貸業」（34.6％）や「鉱業，採石業，砂利採取業」（24.6％）、「サービス業（他に分類されないも

の）」（21.6％）があります。60歳以上階級はこの 4産業以外では各産業に占める比率が 20％未満

と低くなっています。 

 

図８ 産業大分類別就業者数の年齢 4 区分別構成比 

 

 

３ 従業上の地位 

雇用者の割合は男女とも上昇 

就業者 45万 9480 人を従業上の地位別にみると、「雇用者」が 38万 9479 人（85.6％）、「役員」

が 2万 4494 人（5.4％）、「雇人のある業主」が 8473 人（1.9％）、「雇人のない業主」が 2万 2446
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35.0

35.6

36.9

26.8

38.4

26.2

30.9

34.8

36.4

46.9

32.3

39.5

30.7

25.2

47.5

32.7

32.4

34.6

25.4

36.2

31.0

37.3

26.6

30.2

26.0

23.9

35.5

28.8

30.2

29.9

37.5

14.7

56.2

24.6

18.6

12.4

3.5

4.6

17.0

12.1

9.5

34.6

18.8

14.6

17.1

11.7

10.3

8.4

21.6

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

農林水産業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されないもの）

15～29歳 30～44歳 45～59歳 60歳以上
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人（4.9％）、「家族従業者」が 9596 人（2.1％）、「家庭内職者」が 373 人（0.1％）となりました。 

昭和 45 年以降における従業上の地位別割合の推移をみると、「雇用者」は一貫して上昇してい

ます。一方で、「役員」と「家庭内職者」は平成 17 年と同じ割合になりましたが、その他の従業

上の地位も含め、「雇用者」以外の就業者の割合は低下する傾向にあります。 

男女別にみると、男女とも「雇用者」が高い割合を示しており、その構成比は平成 17 年と比べ

上昇しています。一方、「役員」の構成比は、男は平成 17 年に比べ上昇していますが、女は減少

しています。 

 

表６  従業上の地位別就業者数及び構成比 

総数 雇用者 役員
雇人の

ある業主
雇人の

ない業主
家族

従業者
家庭

内職者

就業者数 459,480 389,479 24,494 8,473 22,446 9,596 373
構成比(％) 100.0 85.6 5.4 1.9 4.9 2.1 0.1  

   ※総数には、従業上の地位「不詳」を含む。構成比は、従業上の地位「不詳」を除いた値により算出。 

 

表７  従業上の地位別就業者数構成比の推移 

昭和50年 55年 60年 平成2年 7年 12年 17年 22年

総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
雇用者 76.4 76.6 79.5 80.8 82.2 83.6 84.0 85.6
役員 5.1 5.2 5.4 6.4 6.5 6.0 5.4 5.4
雇人のある業主 3.0 4.0 3.3 2.8 2.7 2.5 2.5 1.9
雇人のない業主 8.3 7.9 7.1 6.2 5.1 5.0 5.3 4.9
家族従業者 6.9 6.3 4.8 3.7 3.3 2.7 2.7 2.1
家庭内職者 … … … 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1

従業上の地位

 
※昭和 60 年までの「雇主のない業主」には、「家庭内職者」を含む。 

 

表８  従業上の地位別男女別就業者数 

総数 258,956 - - 200,524 - -
雇用者 212,758 83.0 81.9 176,721 89.0 86.9
役員 18,774 7.3 7.0 5,720 2.9 3.1
雇人のある業主 6,718 2.6 3.4 1,755 0.9 1.2
雇人のない業主 16,172 6.3 6.8 6,274 3.2 3.3
家族従業者 1,855 0.7 0.9 7,741 3.9 5.3
家庭内職者 29 0.0 0.0 344 0.2 0.2

平成17年
従業上の地位

男 女

就業者数
構成比（％）

平成22年 平成17年
就業者数

構成比（％）

平成22年

 
※総数には、従業上の地位「不詳」を含む。構成比は、従業上の地位「不詳」を除いた値により算出。 

 

４ 居住期間 

「20年以上」が最も多い 

居住期間別人口をみると、現在の場所に住んでいる期間が「20年以上」が 240,103 人（25.0％）

で最も多く、次いで「1年以上 5年未満」が 224,337 人（23.4％）、「10 年以上 20 年未満」が 174,996

人（18.3％）、「5 年以上 10 年未満」が 151,766 人（15.8％）、「1 年未満」が 85,064 人（8.9％）、

「出生時から」が 82,406 人（8.6％）となっています。  

年齢階級別にみると、20 代から 40 代前半では「1 年以上 5 年未満」が最も多く、40 代後半と

50 代前半では「10 年以上 20 年未満」が最も多くなっています。55 歳以上では「20 年以上」が最

も多くなっており、特に 65 歳以上では 63.9％を占めています。 
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図９  居住期間、年齢階級別人口割合 

 

表９  居住期間、年齢階級別人口と構成比 
年 齢

(5歳階級)
総  数 出生時から 1年未満

1年以上
5年未満

5年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上

総   数 1,045,986 82,406 85,064 224,337 151,766 174,996 240,103
0～4歳 44,566 26,295 5,741 9,808 - - -
5～9 45,240 11,386 4,149 16,118 11,054 - -
10～14 47,026 9,015 2,690 10,536 13,482 8,722 -
15～19 56,571 7,389 9,990 9,688 9,411 16,360 -
20～24 71,620 5,610 10,131 24,614 6,007 10,785 4,662
25～29 71,147 3,919 11,084 23,993 7,851 6,597 6,610
30～34 77,370 2,760 10,281 29,429 12,809 5,910 6,920
35～39 85,610 2,372 8,359 28,382 20,313 10,823 7,244
40～44 73,918 1,731 5,429 18,828 17,893 17,148 6,965
45～49 65,955 1,557 3,832 12,600 13,336 20,672 9,675
50～54 62,124 1,705 3,030 8,981 9,423 19,696 16,090
55～59 67,445 1,865 2,587 8,134 7,928 17,596 26,656
60～64 71,619 1,914 2,066 7,080 7,342 14,864 36,022
65歳以上 191,722 4,885 5,689 16,120 14,903 25,819 119,252

総数 100.0 8.6 8.9 23.4 15.8 18.3 25.0
0～4歳 100.0 62.8 13.7 23.4 - - -
5～9 100.0 26.7 9.7 37.7 25.9 - -
10～14 100.0 20.3 6.1 23.7 30.3 19.6 -
15～19 100.0 14.0 18.9 18.3 17.8 31.0 -
20～24 100.0 9.1 16.4 39.8 9.7 17.4 7.5
25～29 100.0 6.5 18.5 40.0 13.1 11.0 11.0
30～34 100.0 4.1 15.1 43.2 18.8 8.7 10.2
35～39 100.0 3.1 10.8 36.6 26.2 14.0 9.3
40～44 100.0 2.5 8.0 27.7 26.3 25.2 10.2
45～49 100.0 2.5 6.2 20.4 21.6 33.5 15.7
50～54 100.0 2.9 5.1 15.2 16.0 33.4 27.3
55～59 100.0 2.9 4.0 12.6 12.2 27.2 41.2
60～64 100.0 2.8 3.0 10.2 10.6 21.5 52.0
65歳以上 100.0 2.6 3.0 8.6 8.0 13.8 63.9

人                             口

構　　　　　　成　　　　　　比　　　　　　（％）

 
※表頭の総数には、居住期間「不詳」を含む。構成比は、居住期間「不詳」を除いた値により算出。 
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５ 教育 

高等教育（短大・高専，大学，大学院）修了者の割合は 10年間で 6.3 ポイントの増加 

15 歳以上人口 895,040 人のうち、「卒業者」は 813,663 人（89.6％）、「在学者」は 80,872 人

（10.3％）、「未就学者」は 505 人（0.1％）となっています。  

卒業者の最終卒業学校別にみると、「高校・旧中」が 339,745 人（43.3％）と最も多く、次いで

「大学・大学院」が 169,876 人（21.7％）、「短大・高専」が 116,516 人（14.9％）、「小・中学校」

が 76,437 人（9.8％）となっています。これを前回（平成 12年国勢調査）と比較すると、「大学・

大学院」が 4.3 ポイントの増、「短大・高専」が 1.9 ポイントの増となった一方、「小・中学校」

が 2.9 ポイントの減、「高校・旧中」も 1.6 ポイントの減となりました。  

卒業者を男女別にみると、男女とも「高校・旧中」が最も多く、男は 149,248 人（15歳以上男

人口の 34.8％）、女は 190,497 人（15 歳以上女人口の 40.8％）となっています。これに次いで多

いのは、男は「大学・大学院」で 114,380 人（同 26.7％）、女は「短大・高専」で 85,144 人（同

18.3％）となっています。  

高等教育（短大・高専，大学，大学院）修了者数の割合をみると、前回は、男は 31.6％、女は

26.2％と 5.4 ポイントの差がありましたが、今回の調査では、男は 34.0％、女は 30.2％でその差

が 3.8 ポイントとなり、男女の差が小さくなっています。 

 

表 10  最終卒業学校の種類、男女別 15歳以上人口 

構成比差
構成比(％) 構成比(％) （ﾎﾟｲﾝﾄ）

総数 895,040 100.0 860,803 100.0 0.0
卒業者 813,663 89.6 761,513 87.9 1.7

小・中学校 76,437 9.8 103,691 12.7 △ 2.9
高校・旧中 339,745 43.3 367,863 44.9 △ 1.6
短大・高専 116,516 14.9 106,054 12.9 1.9
大学・大学院 169,876 21.7 142,233 17.4 4.3
不詳 111,089 - 41,672 - -

在学者 80,872 10.3 98,481 12.0 △ 1.7
未就学者 505 0.1 809 0.1 △ 0.0

男 428,530 100.0 420,746 100.0 0.0
卒業者 385,133 89.9 366,904 87.2 2.7

小・中学校 34,057 7.9 46,680 11.1 △ 3.1
高校・旧中 149,248 34.8 164,224 39.0 △ 4.2
短大・高専 31,372 7.3 28,938 6.9 0.4
大学・大学院 114,380 26.7 103,872 24.7 2.0
不詳 56,076 - 23,190 - -

在学者 43,153 10.1 53,546 12.7 △ 2.7
未就学者 244 0.1 296 0.1 △ 0.0

女 466,510 100.0 440,057 100.0 0.0
卒業者 428,530 91.9 394,609 89.7 2.2

小・中学校 42,380 9.1 57,011 13.0 △ 3.9
高校・旧中 190,497 40.8 203,639 46.3 △ 5.4
短大・高専 85,144 18.3 77,116 17.5 0.7
大学・大学院 55,496 11.9 38,361 8.7 3.2
不詳 55,013 - 18,482 - -

在学者 37,719 8.1 44,935 10.2 △ 2.1
未就学者 261 0.1 513 0.1 △ 0.1

最終卒業学校の種類
平  成  12  年平  成  22  年

 
※総数には、在学か否かの別「不詳」を含まない。構成比は、最終卒業学校の種類「不詳」を除いた値により算出。 
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６ 夫婦の就業状況 

共働き（夫婦とも就業）の世帯は、夫婦のいる一般世帯の 40.8％ 

夫婦のいる一般世帯 22 万 5816 世帯の就業状況をみると、「夫婦とも就業」が 8 万 7970 世帯

（40.8％）で最も多く、次いで「夫が就業、妻が非就業」が 7万 4417 世帯（34.5％）、「夫・妻と

も非就業」が 4万 5326 世帯（21.0％）、「夫が非就業、妻が就業」が 7730 世帯（3.6％）となって

います。 

この構成比を子供の有無別にみると、子供なし世帯では「夫婦とも非就業」が 35.7％で最も多

く、「夫婦とも就業」の割合は 33.4％に止まっています。一方で、子供あり世帯では「夫婦とも

就業」が 45.4％で最も多く、「夫が就業、妻が非就業」の 39.6％と合わせると 85.0％となり、子

供がいる世帯の 8割以上で夫が就業していることが分かります。この傾向は前回も同様でしたが、

子供がいる世帯における「夫婦とも就業」の割合が、平成 22 年には 1.3 ポイント上昇した一方で、

「夫が就業、妻が非就業」の割合は 3.5 ポイント下降しました。 

 

表 11  夫婦の就業状態別夫婦のいる一般世帯数 

※表側の「総数」には、労働力状態「不詳」を含む。構成比は、労働力状態「不詳」を除いた値により算出。 

 

 

７ 高齢者の労働力状態 

高齢者の労働力人口は 3万 2375 人で、労働力率は 18.7％ 

高齢者の労働力状態をみると、65歳以上人口 18万 1521 人のうち、労働力人口は 3万 2375 人、

非労働力人口は 14 万 771 人となりました。労働力率は 18.7％で、前回の 17.5％に比べ 1.2 ポイ

ント上昇しており、男女別では、男が 28.2％、女が 11.3％で、前回に比べそれぞれ 0.3 ポイント、

1.5 ポイント上昇しています。年齢区分別にみると、65～74 歳が 27.2％、75 歳以上が 8.2％で、

前回に比べそれぞれ 2.3 ポイント、0.4 ポイント上昇しています。 

一方、高齢者の完全失業率は 6.7％で、前回の 6.3％に比べ 0.4 ポイント上昇しています。男女

別では男が 8.4％で前回に比べ 0.6 ポイント上昇し、女は 3.4％で前回に比べ 0.1 ポイント上昇し

ています。 

 

 

 

 

平成22年
構成比

(％)
平成17年

構成比
(％)

平成22年
構成比

(％)
平成17年

構成比
(％)

平成22年
構成比

(％)
平成17年

構成比
(％)

総  数 225,816 - 223,685 - 87,097 - 81,123 - 138,719 - 142,562 -

夫婦とも就業 87,970 40.8 87,416 40.2 27,648 33.4 25,884 33.1 60,322 45.4 61,532 44.1

夫が就業、
妻が非就業

74,417 34.5 82,702 38.0 21,885 26.5 22,638 28.9 52,532 39.6 60,064 43.1

夫が非就業、
妻が就業

7,730 3.6 6,961 3.2 3,668 4.4 3,168 4.0 4,062 3.1 3,793 2.7

夫・妻とも
非就業

45,326 21.0 40,614 18.7 29,486 35.7 26,538 33.9 15,840 11.9 14,076 10.1

(再掲)夫・妻
とも雇用者

72,296 33.6 69,720 32.0 22,031 26.6 20,221 25.8 50,265 37.9 49,499 35.5

子供なし 子供あり
夫婦の

就業状況

総数
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表 12  高齢者の労働力状態 

※表頭※印の総数には、労働力状態「不詳」を含む。労働力率は、労働力状態「不詳」を除いた値により算出。 

 

 

高齢単身者の労働力率は男 26.4％、女 11.4％ 

 高齢単身者 3万 467 人の労働力状態をみると、労働力人口は 4190 人、非労働力人口は 2万 3268

人で、労働力率は 15.3％となっています。男女別にみると、男は 26.4％、女は 11.4％で、高齢

者全体と比べ男は 1.8 ポイント低く、女は 0.1 ポイント高くなっています。 

 

表 13  高齢単身者の労働力状態 

※表頭※印の総数には、労働力状態「不詳」を含む。労働力率は、労働力状態「不詳」を除いた値により算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 数 就業者
完全

失業者
総 数 就業者

完全
失業者

総数

65歳以上 30,467 4,190 3,730 460 23,268 15.3 11.0 24,243 3,076 2,808 268 18,701 14.1 8.7

65～74歳 14,520 3,289 2,877 412 9,466 25.8 12.5 12,309 2,427 2,181 246 8,572 22.1 10.1

75歳以上 15,947 901 853 48 13,802 6.1 5.3 11,934 649 627 22 10,129 6.0 3.4

男

65歳以上 8,238 1,852 1,528 324 5,152 26.4 17.5 6,376 1,269 1,087 182 3,671 25.7 14.3

65～74歳 5,014 1,506 1,206 300 2,648 36.3 19.9 3,779 1,029 860 169 1,970 34.3 16.4

75歳以上 3,224 346 322 24 2,504 12.1 6.9 2,597 240 227 13 1,701 12.4 5.4

女

65歳以上 22,229 2,338 2,202 136 18,116 11.4 5.8 17,867 1,807 1,721 86 15,030 10.7 4.8

65～74歳 9,506 1,783 1,671 112 6,818 20.7 6.3 8,530 1,398 1,321 77 6,602 17.5 5.5

75歳以上 12,723 555 531 24 11,298 4.7 4.3 9,337 409 400 9 8,428 4.6 2.2

労 働 力 人 口
非労働
力人口

労働力
率

（％）

平   成   17   年

完全
失業率
（％）

総 数
※

労働力状態 総 数
※

平   成   22   年

労 働 力 人 口
非労働
力人口

労働力
率

（％）

完全
失業率
（％）

総 数 就業者
完全

失業者
総 数 就業者

完全
失業者

総数

65歳以上 181,521 32,375 30,219 2,156 140,771 18.7 6.7 161,795 27,477 25,737 1,740 129,899 17.5 6.3

65～74歳 100,030 26,016 24,147 1,869 69,469 27.2 7.2 91,273 22,127 20,640 1,487 66,859 24.9 6.7

75歳以上 81,491 6,359 6,072 287 71,302 8.2 4.5 70,522 5,350 5,097 253 63,040 7.8 4.7

男

65歳以上 79,244 21,340 19,555 1,785 54,212 28.2 8.4 69,050 18,535 17,094 1,441 47,923 27.9 7.8

65～74歳 46,752 17,291 15,723 1,568 27,289 38.8 9.1 42,121 15,036 13,773 1,263 25,604 37.0 8.4

75歳以上 32,492 4,049 3,832 217 26,923 13.1 5.4 26,929 3,499 3,321 178 22,319 13.6 5.1

女

65歳以上 102,277 11,035 10,664 371 86,559 11.3 3.4 92,745 8,942 8,643 299 81,976 9.8 3.3

65～74歳 53,278 8,725 8,424 301 42,180 17.1 3.4 49,152 7,091 6,867 224 41,255 14.7 3.2

75歳以上 48,999 2,310 2,240 70 44,379 4.9 3.0 43,593 1,851 1,776 75 40,721 4.3 4.1

労 働 力 人 口
総 数

※
非労働
力人口

労働力
率

（％）

労働力状態
完全

失業率
（％）

完全
失業率
（％）

平   成   22   年 平   成   17   年

総 数
※

労 働 力 人 口
非労働
力人口

労働力
率

（％）
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高齢夫婦世帯の 72.4％が「夫婦ともに非就業の世帯」 

高齢夫婦世帯（夫 65 歳以上、妻 60歳以上の夫婦一組の一般世帯）3万 5680 世帯について、夫

婦の就業状態をみると、「夫婦とも就業」は 3161 世帯（9.3％）で、「夫が就業，妻が非就業」が

4850 世帯（同 14.2％）、「夫が非就業，妻が就業」が 1421 世帯（同 4.2％）、「夫婦とも非就業」

が 2万 4727 世帯（同 72.4％）となっています。 

 

表 14  高齢夫婦世帯の就業状態 

※表頭の総数には、労働力状態「不詳」を含む。構成比は、労働力状態「不詳」を除いた値により算出。 

 

 

８ 母子世帯・父子世帯の状況 

母子世帯・父子世帯とも未婚の割合が増加 

本市における母子世帯は 6155 世帯で、世帯人員は 1 万 5725 人、父子世帯は 551 世帯で、世

帯人員は 1390 人となっています。前回に比べ、母子世帯は 423 世帯の増加（7.4％）、父子世帯

は 46 世帯の減少（△7.7％）となりました。 

配偶関係ごとに各世帯の状況をみると、母子世帯では離別が 4961 世帯（80.6％）で最も多く、

父子世帯でも 397 世帯（72.1％）でやはり最も多くなっています。また、父子世帯では死別の割

合も高く、132 世帯（24.0％）と、父子世帯の 4世帯に 1世帯がここに該当しています。一方で、

未婚の母による母子世帯が増加しており、前回から 126 世帯増加（23.5%）となり、死別の母子

世帯数を超えました。 

母又は父の年齢別にみると、母子世帯・父子世帯ともに35～44 歳で最も多く（母子世帯の52.5％、

父子世帯の 43.7％）、次いで 45～54 歳（同 23.1％、37.6％）となっています。 

母子世帯では 25～54 歳で、母子世帯全体の 97.0％を占めますが、父子世帯では 35 歳以上で、

父子世帯全体の 92.0％を占めています。 

 

表 15 母子世帯・父子世帯の配偶関係別世帯数及び人員数 

総 数
夫婦とも

就業

夫が就
業、妻が
非就業

夫が非
就業、妻
が就業

夫婦とも
非就業

総 数
夫婦とも

就業

夫が就
業、妻が
非就業

夫が非
就業、妻
が就業

夫婦とも
非就業

35,680 3,161 4,850 1,421 24,727 29,729 2,458 4,513 1,083 21,119

- 9.3 14.2 4.2 72.4 - 8.4 15.5 3.7 72.4

29,289 2,098 3,418 779 21,703 21,727 1,544 3,055 567 16,160

- 7.5 12.2 2.8 77.5 - 7.2 14.3 2.7 75.8

平   成   17   年

総数(夫65歳、妻60歳
以上の夫婦世帯)

構成比(％)

構成比(％)

うち、夫婦とも65歳
以上の世帯

就業状態

平   成   22   年

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

世帯数（世帯） 6,155 100.0 5,732 100.0 423 7.4 551 100.0 597 100.0 △ 46 △ 7.7

世帯人員（人） 15,725 100.0 14,863 100.0 862 5.8 1,390 100.0 1,545 100.0 △ 155 △ 10.0

世帯数（世帯） 662 10.8 536 9.4 126 23.5 22 4.0 11 1.8 11 100.0

世帯人員（人） 1,520 9.7 1,238 8.3 282 22.8 53 3.8 27 1.7 26 96.3

世帯数（世帯） 532 8.6 594 10.4 △ 62 △ 10.4 132 24.0 156 26.1 △ 24 △ 15.4

世帯人員（人） 1,399 8.9 1,588 10.7 △ 189 △ 11.9 329 23.7 413 26.7 △ 84 △ 20.3

世帯数（世帯） 4,961 80.6 4,602 80.3 359 7.8 397 72.1 430 72.0 △ 33 △ 7.7

世帯人員（人） 12,806 81.4 12,037 81.0 769 6.4 1,008 72.5 1,105 71.5 △ 97 △ 8.8

離
別

未
婚

総
数

死
別

母子世帯 父子世帯

平成22年 平成17年

増減数
増減率
（％）

平成22年 平成17年

増減数
増減率
（％）
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表 16 母子世帯・父子世帯の年齢別世帯数及び構成比 

 

 

母子世帯の半数以上が「民営借家」 

住宅の所有関係について一般世帯（母子世帯、父子世帯を含む）と比較してみると、母子世帯

では「民営借家」に住む世帯が 3375 世帯（54.8％）と最も多く、次いで「持ち家」に住む世帯

が 1303 世帯（21.2％）となっています。特に｢持ち家｣については一般世帯・父子世帯に比べ、半

分以下の低い構成比となっています。また、一般世帯・父子世帯に比べ「公営借家（市営住宅等）」

に住む割合が高く、「給与住宅（社宅等）」に住む割合が低いのも特徴となっています。 

一方、父子世帯では「持ち家」に住む世帯が 47.9％（264 世帯）と最も多く、次いで「民営借

家」に住む世帯の 36.7％（202 世帯）となっており、一般世帯の構成に近いものとなっています。 

 

図 10 母子世帯・父子世帯の住居の種類、住宅所有の関係 
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21.2

47.9

2.6

16.2

6.5
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54.8

36.7

4.2

0.9

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般世帯

母子世帯

父子世帯

持ち家 公営借家 都市機構・公社借家 民営借家 給与住宅 間借り 住宅以外

総数
構成比

(%)
15～
24歳

構成比
(%)

25～
34歳

構成比
(%)

35～
44歳

構成比
(%)

45～
54歳

構成比
(%)

55歳
以上

構成比
(%)

母子世帯 6,155 100.0 73 1.2 1,318 21.4 3,234 52.5 1,422 23.1 108 1.8

父子世帯 551 100.0 1 0.2 43 7.8 241 43.7 207 37.6 59 10.7
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９ 都市計画の地域区分別状況 

住居区域に居住する人口は 72.9％ 

仙台市の人口 104 万 5986 人を、都市計画の地域区分別にみると、都市計画区域は 103 万 9735

人で全体の 99.4％を占めています。 

都市計画区域のうち、市街化区域に居住する人は 101 万 964 人で、このうち工業区域は 5 万

8021 人（5.5％）、商業区域は 19 万 622 人（18.2％）、住居区域は 76 万 2321 人（72.9％）とな

っています。住居区域のうち住居地域の居住者は 39 万 1061 人（37.4％）で最も多く、次いで低

層住居専用地域が 25 万 7727 人（24.6％）、中高層住居専用地域が 11 万 3533 人（10.9％）とな

っています。 

また、市街化調整区域に居住する人は 2 万 8771 人（2.8％）、都市計画区域以外の区域に居住

する人は 6251 人（0.6％）となっています。 

 

図 11 都市計画の地域区分別人口割合 

 

 

工業区域、商業区域の割合が高い宮城野区 

都市計画の地域区分別人口割合を区別にみると、市街化区域人口の割合が最も高いのは宮城野

区（97.4％）で、次いで泉区（96.9％）、青葉区・太白区（96.8％）となっています。 

市街化区域人口のうち、工業区域の割合が最も高いのは宮城野区（13.6％）で、次いで若林区

（8.8％）、太白区（5.7％）と続いています。同じく、商業区域の割合が最も高いのも宮城野区で
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（28.1％）、次いで青葉区（23.6％）、若林区（20.8％）となっています。一方で、住居区域の割

合が最も高いのは泉区で（89.8％）、次いで太白区（76.9％）、青葉区（72.4％）となっています。 

市街化調整区域人口の割合が最も高いのは若林区で（5.6％）、次いで青葉区（2.7％）、宮城野

区（2.6％）と続いています。 

 

表 17 都市計画の地域区分別人口（区） 

 

 

図 12 区別地域区分別構成 

 

 

10  外国人の労働力状態 

外国人女性の労働力率が 3.6 ポイント上昇 

15 歳以上の外国人 6605 人の労働力状態をみると、労働力人口は 2898 人、労働力率は 51.9％と

なり、前回の労働力率に比べ 1.2 ポイント増加しています。男女別にみると、男の労働力率が 1.2

ポイント下降したのに対し、女の労働力率は 3.6 ポイント上昇しています。 

外国人就業者数の上位 3 業種をみると、最も就業者数が多い業種は「教育，学習支援業」で、

次いで「宿泊業，飲食サービス業」「卸売業，小売業」となっており、この 3業種で全体の 5割以

上を占めています。さらに、本市に在籍する外国人の約 8割を占める、「中国」「韓国・朝鮮」「ア

メリカ」をみると、「中国」「韓国・朝鮮」では「宿泊業，飲食サービス業」「卸売業，小売業」の

2業種で、それぞれ 34.2％、39.3％となっていますが、「アメリカ」では「教育，学習支援業」の

13.6
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人口
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291,436 100.0 190,473 100.0 132,306 100.0 220,588 100.0 211,183 100.0

290,120 99.5 190,473 100.0 132,306 100.0 218,758 99.2 208,078 98.5

282,233 96.8 185,612 97.4 124,943 94.4 213,471 96.8 204,705 96.9
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みで 72.0％となっています。 

 

表 18  労働力状態、男女別 15歳以上外国人人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総数には労働力状態「不詳」を含む。労働力率は、労働力状態「不詳」を除いた値により算出。 

 

 

表 19  国籍別外国人就業者数の上位 3業種 

産業 就業者数
構成比
（％）

産業 就業者数
構成比
（％）

総数 - 2,597 100.0 - 927 100.0

第1位 教育，学習支援業 611 23.5 宿泊業，飲食サービス業 186 20.1

第2位 宿泊業，飲食サービス業 440 16.9 教育，学習支援業 137 14.8

第3位 卸売業，小売業 365 14.1 卸売業，小売業 131 14.1

産業 就業者数
構成比
（％）

産業 就業者数
構成比
（％）

総数 - 899 100.0 - 175 100.0

第1位 宿泊業，飲食サービス業 178 19.8 教育，学習支援業 126 72.0

第2位 卸売業，小売業 175 19.5
サービス業（他に分類され

ないもの）
8 4.6

第3位
生活関連サービス業
，娯楽業

96 10.7
情報通信業
（他１業：分類Ｌ）

6 3.4

アメリカ

順位

順位

総数 中国

韓国・朝鮮

総数 男 女 総数 男 女

15歳以上人口 6,605 3,122 3,483 5,824 2,726 3,098

労働力人口 2,898 1,563 1,335 2,855 1,639 1,216

就業者 2,597 1,401 1,196 2,566 1,470 1,096

完全失業者 301 162 139 289 169 120

非労働力人口 2,687 962 1,725 2,780 957 1,823

労働力率(％) 51.9 61.9 43.6 50.7 63.1 40.0

完全失業率(％) 10.4 10.4 10.4 10.1 10.3 9.9

労働力状態
平 成 22 年 平 成 17 年


